
（ 3 枚中 1 枚目） 

※二重線は、分割方式を選択した場合の分割箇所を示すものです。 

令和８年６月３日通告                           （代表質問） 

質問日   令和８年６月 11日（木） 質問方式 分割方式 

質問順位 １ 会派名 自由民主党浜松 議席番号 17 氏名 露木 里江子 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

１ もっと元気な浜

松の推進について 

 

 

 

 

 

 

２ 中心市街地の再

生と飛躍について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 上下水道を支え

る人材の育成・確

保について 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 浜松環状線にお

ける鉄道高架化に

ついて 

 

天竜川・浜名湖地域12市町村合併から20周年を経過

し、記念式典、記念事業開催のほか、冠事業が多数展開

された。それらを通じ、市町村合併20年に思いをはせ、

次の20年、そしてその先の浜松市を考える１年となっ

た。「浜松から地方創生、浜松をもっと元気に」とうた

う市長は、それら事業からどのように今後の浜松を思

い描いたのか伺う。 

 

中心市街地活性化は、本市の重要課題のひとつであ

る。本年３月に中心市街地活性化ビジョン及び基本計

画が策定され、駅南まちづくり指針も本年度策定され

る予定である。浜松市の顔であり玄関口である浜松駅

周辺の活性化や都心再生に向けて、本格的に動き出す

ことが期待される。民間が投資したいと思える土壌を

整えてゆくためには、土地利用規制の緩和や財政的支

援、浜松駅を中心に歩きたくなる空間づくりなど、中心

市街地活性化ビジョンに基づき、ソフトとハードが連

携した、更なる取組を示すことが重要であると考える。

そこで、以下伺う。 

(1) 中心市街地活性化ビジョンで描く将来像の実現に向 

けた都市整備の方向性について 

(2) 土地利用規制の緩和や民間開発の促進に向けたさら

なる支援、今年度検討している駅南まちづくり指針の

方向性について 

 

浜松市上下水道基本計画には、組織体制の強化につ

いても示されているが、現状として、上下水道部の職員

数の減少と、職員の高齢化が進んでいるとのことであ

る。民間事業者における人材不足も深刻であることか

ら、上下水道事業を将来にわたって持続可能なものと

するためには、人材の育成・確保が喫緊の課題と考え

る。そこで、以下伺う。 

(1) 上下水道部の技術職員の育成・確保の取組について 

(2) 地域民間事業者との技術人材の確保における連携に

ついて 

 

主要地方道浜松環状線は、本市にとって最も重要と 

言える幹線道路であり、全線４車線化の高い整備効果

が見込まれ、早期開通を望む地域の声は大きい。４車線

化するための、道路と交差する踏切箇所の鉄道高架化

中野市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

 

濱田都市整備

部長 

 

 

奥家水道事業

及び下水道事

業管理者 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

 

 

 



  （ 3 枚中 2 枚目） 

 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 社会情勢の変化

に応じた市の産業

政策について 

 

 

 

 

 

 

 

６ 浜松農業の魅力

創造について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 治水対策の状況

と今後について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は市の重要施策であり、これまで自民党浜松として国

へ要望を行ってきた。こうした中、国当初予算において

新規事業化が決定されるとともに、遠州鉄道株式会社

との基本協定書が締結されたと伺っている。これでい

よいよ鉄道高架化がスタートし、浜松環状線整備が進

捗することに対し期待感は大きい。そこで、鉄道高架化

事業に対する市長の所感と浜松環状線全線４車線化の

効果について伺う。 

 

中東情勢の緊迫化は、原油や石油由来部材の価格高

騰、供給不安などを通じて企業経営に不確実性をもた

らしており、市内企業に大きな影響を及ぼしている。そ

こで、以下伺う。 

(1) 中東情勢の市内企業への影響と国への働きかけにつ

いて 

(2) 中東情勢が収束した後においても、長期的にインフ

レが継続すると想定されるが、インフレ状況下におけ

る本市の産業支援について 

 

本市は、輸送機器産業や楽器産業をはじめ「ものづく

りのまち」として全国的に有名である。一方、市町村別

農業産出額が全国６位を誇るなど、全国有数の農業都

市でもあり、市外の方はもちろん、市民にもあらためて

その魅力を知っていただく必要があると考える。また、

農地の保全や多面的機能が発揮される営農環境の整備

のため、今後計画されている国営かんがい排水事業等

の農業基盤整備の推進が必要と考える。そこで、以下伺

う。 

(1) 浜松の農業の魅力発信について               

(2) 農業水利施設の再生について             

 

 

2024年３月に改訂した浜松市総合雨水対策計画のも

と、一般エリアと重点対策エリアに分け、流域治水に取

り組んでいる。一般エリアで局所対策を実施しつつ、重

点対策エリアの事業を推進し、市民の安全・安心につな

げることが重要と考える。高塚川流域では、浜松市総合

雨水対策計画の先駆けとなる「高塚川流域浸水対策ア

クションプラン」に取り組まれ、地元の安心感が高まっ

た一方、今後も継続的な対策が必要であると考える。そ

こで、以下伺う。 

(1) 浜松市総合雨水対策計画の重点対策エリアの事業進

捗状況と今後の展開について 

(2) 高塚川流域浸水対策アクションプランの実施効果及

び今後の対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

下位農林水産

担当部長 

 

加藤土木部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  （ 3 枚中 3 枚目） 

 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

 

８ こどもの権利保

障について 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 長寿社会を支え

る社会基盤につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 多様な大都市制

度について 

 

 

 

 

 

11 本市の広報戦略

について 

 

 

「こども基本法」が施行され、様々な自治体におい

て、こどもの権利条例が制定されるなど、こどもの権利

保障に関する機運が高まりつつある。本市においても、

こどもの権利に関する条例の整備が進められている

が、条例の検討段階においても、積極的にこどもの権利

の普及啓発を図るべきである。そこで、以下伺う。 

(1) こどもの権利に対する市民の理解促進について 

(2) こどもの権利に関する条例の整備に向けた学校現場

の受け止めについて 

 

はままつ友愛の高齢者プランは改定時期を迎えてい

る。令和６年に施行された「共生社会の実現を推進する

ための認知症基本法」を踏まえ、長寿社会を支える社会

基盤を強化すべきである。たとえば、高齢者を支える家

族や、見守る民生委員等の負担軽減のためＬＩＮＥ見

守りサービスなども検討するなど、ＤＸ推進も必要と

考える。そこで、以下伺う。 

(1) 高齢者と家族の安心のための高齢者施策について 

(2) 認知症基本法を踏まえた具体的な取組や現状、今後

の方向性について 

 

市長は本年４月20日、国に対し11項目の要望書を提

出され、その中で総務省へ「特別市」を含む多様な大都

市制度の早期実現を要望した。また、全国市長会におい

ても政令指定都市として同様の要望に名を連ねてい

る。そこで、本市のめざす大都市制度について市長の考

えを伺う。 

 

地方創生の地域間競争に生き残るためには、市内各

地域の魅力を伝え、関心を持っていただくことが大変

重要である。本市では、様々な方法で情報発信を行って

いるが、その取組が画一的なものにとどまっており、情

報を広く市民に届けるための仕組みづくりが確立され

ていないと考える。情報発信の取組について、現状分析

と課題抽出を早急に行い、広報戦略を策定する必要が

あると考える。また、市長自らによるトップセールス

も、強化すべきと考えるがいかがか伺う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

野秋教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

新谷健康福祉

部長 

 

中野市長 

 

 

 

 

 

 

島田市長公室

長 

 


